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事業事前評価表 

 

 

国際協力機構 地球環境部防災第２チーム 

１．案件名                                                 

国名：ニカラグア共和国 

案件名： 和名 中米津波警報センター能力強化プロジェクト 

       英名 The Project for the Strengthening of Capacity of the Central 

American Tsunami Warning Regional Center (CATAC), in 

Nicaragua 

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における防災セクターの開発実績（現状）と課題 

中米太平洋岸地域（グアテマラ､エルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグア、

コスタリカ及びパナマ）は、カリブプレート西南端に位置し、太平洋側からコ

コスプレートがカリブプレートの下に沈み込んでいることに加え、南米プレー

ト北端が接していることもあり、地震が頻発する地域である。さらには太平洋

岸ではプレート境界が沿岸部に近接していることから、近傍・隣接地域で津波

の発生による被害が危惧されている。近年では 1992 年ニカラグア近海でマグ

ニチュード 7.0 の地震で津波が発生し、地震・津波で約 200 名の死者・行方不

明者及び経済的損失を、また 2012 年 8 月にエルサルバドルでマグニチュード

6.9 の地震が発生し経済的損失をもたらしている。 

ニカラグアでは 1992 年の津波による被害を受け、国土調査院(Instituto 

Nicaragüense de Estudios Territoriales、以下 INETER) 地質・地球物理部におい

て地震津波の 24 時間監視体制が中米で初めて整備された。他の中米諸国におい

ては、津波観測体制の強化が急務であるが、自国の国民に向けて発信される津

波警報については、自国において地震情報の解析及び津波予測を実施する能力

が不足しており、ハワイにある太平洋津波警報センターの警報内容に頼らざる

を得ない状況である。 

これに対し、ニカラグアは中米地域の津波警報体制の強化を目的として 2011

年より中米津波警報センター（以下、CATAC）の開設を UNESCO/IOC1 の会合

にて提案し、開設に向けた中米諸国及び UNESCO/IOC との議論が開始された。

2014 年 9 月の IOC 中米津波会議では、CATAC の津波警報発信機能発揮に必

要とされる「中米地域地震観測ネットワーク」の設置が中米諸国間で了承され、

更に、2015 年 6 月にパリで開催された UNESCO/IOC 総会にて CATAC の開設

が承認された。 

                                                   
1国際連合教育科学文化機関／政府間海洋学委員会。世界の地震監視及び津波情報にかかる権限の政府間域

内調整、津波防災促進業務等を所掌する。 
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ニカラグアの INETER を拠点として CATAC として機能するためには、①中米

地域に津波警報を発出するための地震観測・解析能力、津波観測能力の強化、

②中米地域関係機関の人材育成実施体制の構築が急務となっている。 

 

（2）当該国における防災セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ニカラグアは国家開発計画（2012-2016）を策定しており、貧困削減のための

マクロ経済の安定を重視しており、貧困削減と格差是正を目指し、「貧困削減を

伴う経済成長」、「公益と社会平等」、「気候変動適応、災害リスク総合管理」の 3

つに集約される 12 の方針を設定している。本案件はニカラグア政府が推進する

災害リスク総合管理に貢献する案件である。 

具体的には、本事業では、ニカラグア政府が別途実施している太平洋沿岸部

への警報装置の設置事業や、「中米広域防災能力向上プロジェクト」及び「同フ

ェーズ 2」にて導入されているコミュニティレベルでの防災意識の啓発や避難方

法にかかる活動との相乗効果を狙い、津波防災の総合的な促進を図る。また中

米地域全体に裨益する津波警報センターの構築を通じ、中米統合の促進、域内

の防災能力の強化といった、地域の共通課題の改善にも寄与する。 

 

（3）防災セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

外務省の「対ニカラグア共和国 国別援助方針（2013 年 3 月）」では、援助

重点分野 3 として「環境保全と防災」を掲げており、本事業はその中の開発課

題「災害リスク軽減・環境保全」に対応するための「災害リスク軽減・環境保

全プログラム」に該当する。 

また、2015 年 3 月に仙台市で開催された第 3 回国連防災世界会議において、

新たな国際的な防災枠組として「仙台防災枠組 2015-2030」が策定された。本

枠組には我が国の防災の経験・知見を反映しており、優先行動「効果的な応急

対応に向けた準備の強化とより良い復興（Build Back Better）」の中で災害予警

報の体制強化が、更に優先行動「災害リスク管理のための災害リスクガバナン

ス」の中では関係ステークホルダーとの調整の場の確保の重要性が明記されて

おり、本事業の実施を通じて、関係ステークホルダーとの調整の場を確保する

ことによって、中米地域の津波警報体制の強化と津波災害対応能力向上を目指

す。 

特に津波防災に関しては、国連防災世界会議で我が国が提唱し、日本を含む

142 か国の共同提案により 11 月 5 日を「世界津波の日」とすることが 2015 年

12 月の国連総会にて承認されており、本プロジェクトでも津波に対する意識啓

発の向上を目的としたイベントの開催を検討し、周知を図る。 

対ニカラグア国別援助方針・事業展開計画の開発課題３－１（小目標）「災害

リスク軽減・環境保全」の「災害リスク軽減・環境保全プログラム」にて防災
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支援を計画しており、本事業は同プログラムに位置づけられる。地震観測・津

波警報体制の強化を通じて、ニカラグア政府が別途実施している太平洋沿岸部

への警報装置の設置事業や、「中米広域防災能力向上プロジェクト」及び「同フ

ェーズ 2」にて導入されている防災活動の成果を活用することで、津波防災の総

合的な促進に資するものである。また中米地域全体に裨益する津波警報センタ

ーの構築を通じ、中米統合の促進、域内の防災能力の強化といった、地域の共

通課題の改善にも寄与するものである。 

 

（4）他の援助機関の対応 

ハード面の改善に係る他機関からの支援計画はないが、UNESCO/IOC は、中

米地域における津波モデルの策定、避難計画や避難計画の策定、避難訓練の支

援を実施すると共に、地域会合開催等の支援を行っている。CATAC の承認前よ

り、USGS2はデータ通信改善に係る研修を毎年実施中。なお、コロンビア、メ

キシコ、チリといった中米諸国以外の国とのデータ交換等についても INETER

にて中米各国と交渉中である。 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業はニカラグアにおいて、CATAC が中米各国の地震データを用いて実施

する地震パラメーター3解析能力・津波予測能力の向上等、及び中米諸国に対す

る人材育成を実施するための施設基盤整備及び中核人材の育成を行うことによ

り、CATAC 津波アドバイザリー情報に必要となる量的津波予測4能力が向上され、

同情報が各国の津波警報に活用されるものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

プロジェクトサイト：マナグア市（人口：1,850,000 人、面積：544km2） 

対象地域：中米諸国（グアテマラ､エルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグ

ア、コスタリカ及びパナマ）太平洋岸地域 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：INETER 地震・津波観測/解析実務者 30 人程度 

＜ニカラグア＞ 

1) 国家災害管理・防災システム事務局（Co-Direcciones de SINAPRED）５

                                                   
2米国地質研究所：英: United States Geological Survey; USGS）は、アメリカ合衆国内務省の傘下にあ

る研究機関である。水文学、生物学、地質学、地理学の 4つの主要な学問分野について、合衆国領内を中

心に、自然景観、天然資源、および同国を脅かし得る自然現象を対象とする調査・研究を行っており、同

国の地形図および地質図の作成業務も担当している。 

3震源の位置、マグニチュード、震源メカニズムの 3つの総称。 
4津波の到達予測時間と高さの総称 
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人程度 

2) 市民防衛隊災害オペレーションセンター(CODE)５人程度 

＜中米諸国＞ 

1) 地震・津波観測機関実務者（２人×５か国）１０人程度 

2) 防災機関（２人×５か国）１０人程度 

 

間接受益者： 

中米太平洋岸地域 

グアテマラ（人口：14,027,000 人、面積：108,890km2） 

エルサルバドル（人口：6,163,000 人、面積：21,040km2） 

ホンジュラス（人口：7,466,000 人、面積：112,090km2） 

ニカラグア（人口：5,743,000 人、面積：129,494km2） 

コスタリカ（人口：4,579,000 人、面積：51,100km2） 

パナマ（人口：3,454,000 人、面積：75,416km2） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2016 年 7 月～2019 年 6 月を予定（計 3 年間） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約 2.5 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

国土調査院（Instituto Nicaragüense de Estudios Territoriales：INETER)地質・

地球物理部（地震観測、津波予測業務を担当） 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側（総額約 2.5 億円） 

・長期専門家(チーフアドバイザー/地震・津波解析、業務調整/研修計画) 36MM 

・短期専門家（津波予警報、津波シミュレーション）5MM 程度 

計 41MM 

・機材供与（地震観測機器、分析・解析ソフトウェア、ワークステーション、

計算機、車両、等） 

・本邦研修（津波予警報業務、津波シミュレーション、ＣＭＴ解析） 

 

2）ニカラグア国側 

・カウンターパートの配置 

プロジェクトダイレクター（Co-Director, INETER） 
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プロジェクトコーディネーター(Earth science Advisor, INETER) 

プロジェクトマネージャー(Director of seismology, INETER) 

技術責任者 

    (1)津波警報業務・手順書 

    (2)地震解析 

    (3)地震・潮位データ伝送 

  (4)津波シミュレーションデータベース  

・執務環境（執務室、設備）の整備 

・プロジェクト運営管理費（職員の国内出張旅費等） 

・資機材の修繕・維持管理にかかる費用 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠： 

本事業は、地震、津波観測技術の能力向上を目的としており、ソフト面で

の技術協力を行うものである。このため、「国際協力機構環境社会配慮ガイド

ライン」（2012 年４月）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判

断される。 

2)ジェンダー平等推進/平和構築・貧困削減 

・ ジェンダー対象外 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

・中米広域防災能力向上プロジェクトフェーズ２（2015 年-2020 年） 

・チリ、ペルー、メキシコにおいて地震、津波防災に関する地球規模課題対応

国際科学技術協力プロジェクトが実施中であり、エクアドルにおいても津波

を伴う地震のモニタリング能力向上プロジェクトを実施中、更にはエルサル

バドルにて個別専門家「地震・津波情報の分析能力強化」を派遣し観測機関

の能力強化を図っている。ＪＩＣＡが実施中の各支援の成果・教訓を中南米

諸国間で共有することにより、各国の津波被害軽減能力の向上と、地域間協

力のネットワークの促進に取り組む。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

 USGS が実施するデータ通信改善研修との相乗効果が期待できる。 
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４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

 1）上位目標： 

中米津波警報センター(CATAC)による津波アドバイザリー情報が中米各国の津

波警報に活用される。 

    

指標： 

中米各国における津波アドバイザリー情報の受領と各国津波警報への活用 

 

2）プロジェクト目標： 

CATAC 津波アドバイザリー情報に必要となる量的津波予測能力が向上する。 

 

指標： 

1.中米諸国における地震パラメーター情報 

2.中米地域における津波警報アドバイザリー情報 

 

  3）成果 

1. INETER において中米各国の地震データを用いて実施する地震パラメーター

解析能力が向上する。 

2. INETER において量的津波予測の能力が向上する。 

3. CATAC において津波アドバイザリー情報発表に必要な能力が向上する。 

4. CATAC において中米諸国に対する人材育成を実施する体制が構築される。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）前提条件 

・特に無し。 

 

（２）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・CATAC が中米各国より地震波形データと潮位データを安定的に受信する。 

・INETER が CATAC の役割を担うことに関し、中米各国（観測機関、警報発出

機関）及び、UNESCO/IOC の認識に変更がない。 

・ニカラグア政府の防災対策・津波警報に対する政策が変更しない。 

・プロジェクト対象地域において社会・経済状況が悪化しない。 

６．評価結果                                                

本事業は、ニカラグア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に

合致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。
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７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

（1）類似案件の評価結果 

過去にＪＩＣＡが実施した地震・津波観測にかかるプロジェクトの教訓とし

て、供与機材の選定にあたっては、先方の開発計画を確認し必要数の検討を行

う必要がある。また、設置後に必要となるメンテナンスにも留意し、プロジェ

クト終了後も適切に維持管理がなされるよう適切な仕様を設定する必要がある。 

 エクアドルに対する津波防災支援においては、「津波を伴う地震のモニタリン

グ能力向上プロジェクト（2014 年-2017 年）」により、津波警報を迅速かつ正確

に発出されるように能力強化を図っているが、減災に繋げるためには、警報を

受け取った住民がどのように津波警報を理解し、地方自治体も避難誘導や事前

の備えのために如何に行動をするかについても対策を講じる必要があり、これ

に対しては、国別研修「津波災害管理コミュニティ能力強化（2015 年-2018 年）」

を実施することで、リスクの削減につながる配慮を実施している。 

 

（2）本事業への教訓 

 詳細計画策定調査時に先方の開発計画の確認を行い、機材数量の妥当性を把

握し、機材のメンテナンス費用を先方負担とすることで了解を得た。 

本案件では津波警報の発出能力の強化を主目的としているため、中米諸国に

おいて警報情報発令権限を有する防災機関を関係機関に含め、CATAC から発出

された津波警報アドバイザリー情報が防災機関によって適切に活用されるよう、

配慮を行うこととした。また、警報を受け取った住民や自治体の対応能力の強

化にあたっては、実施中案件「中米広域防災能力向上プロジェクトフェーズ２

（2015 年-2020 年）」と連携を図る。特にニカラグアにおいては津波に対するコ

ミュニティ防災の活動も予定されていることから、津波警報のエンドユーザー

のニーズを踏まえ、警報内容、警報プロトコルの改定を行うこととする。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画    

事業終了３年度  事後評価 

以 上 


